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東京都内の民間企業における障害者雇用率

平成30年

令和元年

令和2年

令和3年

令和4年

（厚生労働省職業安定局）

東京都内の民間企業における雇用状況の推移

（単位：社、人）

平成30年

令和元年

令和2年

令和3年

令和4年

（各年6月1日現在） （東京労働局）

東京都内の民間企業における企業規模別の状況

45.5～299人

300～999人

1,000人～

合　計

（令和4年6月1日現在） （東京労働局）

東京都の障害者雇用をめぐる状況

全国

2.05%

2.11%

2.15%

2.20%

東京都

2.25%2.14%

2.09%

2.04%

2.00%

1.94%

59.5% 638 40.5%

23,108 2.14% 7,520 32.5% 15,588 67.5%

1.22% 5,387

1,575 2.44% 937

3,372 1.97% 1,196

18,161

35.5% 2,176 64.5%

29.7% 12,774 70.3%

企業数 実雇用率
法定雇用率
達成企業数

構成比

37,582.0

（単位：社）

構成比

135,139.5 39,599.0

138,907.0 46,513.0 43,055.5

法定雇用率
未達成企業数

23,108

137,835.0 44,114.5

136,369.5

10,651,712.5

22,585 10,506,667.5 219,531.5

228,475.5

20,843 9,967,709.5

21,680 10,351,904.0 211,492.0

193,794.0

204,464.521,184 10,204,603.0

131,700.5

41,628.5 33,494.0

精神障害者

29,726.0

37,022.5 25,071.0

企業数
雇用率の
基礎となる
労働者数

障害者
雇用数

身体障害者 知的障害者

（参考）民間企業における法定雇用率

平成２５年４月 ・1.8％から2.0％に引き上げ

・対象企業を従業員56人から50人に拡大

平成３０年４月 ・精神障害者雇用義務化

・2.0％から2.2％に引き上げ

・対象企業を従業員50人から45.5人に拡大

令和３年３月 ・2.2％から2.3％に引き上げ

・対象企業を従業員45.5人から43.5人に拡大

令和６年４月から ・2.3％から2.5％に引き上げ

・対象企業を従業員43.5人から40人に拡大

・週10時間以上20時間未満で働く重度身体・重度
知的障害者、精神障害者の実雇用率カウント対象

令和７年４月から 除外率の一律10ポイント引き下げ

令和８年７月から ・2.5％から2.7％に引き上げ

・対象企業を従業員40人から37.5人に拡大
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東京都内の民間企業における雇用状況の推移

（新規求職者） （単位：人）

平成30年

令和元年

令和2年

令和3年

令和4年

（就職者） （単位：人、％）

就職者数 就職率 就職者数 就職率 就職者数 就職率 就職者数 就職率 就職者数 就職率

平成30年 1,831 30.5% 1,706 52.3% 3,540 31.8% 205 23.2% 7,282 34.2%

令和元年 1,819 30.8% 1,600 48.4% 3,763 33.3% 285 19.5% 7,467 34.0%

令和2年 1,232 24.3% 1,447 52.5% 2,452 29.7% 493 22.6% 5,624 30.8%

令和3年 1,292 26.3% 1,448 55.5% 2,729 27.7% 612 30.7% 6,081 31.4%

令和4年 1,389 28.4% 1,401 50.5% 3,530 30.6% 261 27.4% 6,581 32.6%

5,902 3,307 11,300

身体 知的 精神

4,918 2,608

合計

5,065 2,757 8,259

その他

18,261

1,991 19,3839,866

2,776 11,540

合計

6,003

4,891

3,259 11,136 882 21,280

1,461 21,970

身体 知的 精神 その他

953 20,160

2,180

令和２年度に新型コロナウイルス感染症拡大により新規求職申込件数は一旦落
ち込んだものの、令和３年以降２年連続で持ち直している。身体障害者の新規求
職件数が継続して減少する一方、精神障害者の新規求職件数はコロナ禍前の水
準に回復しており、今後精神障害者を中心として、求職活動が活発化するものと
予測される。

令和２年度に新型コロナウイルス感染症拡大により就職者数は一旦落ち込んだも

のの、令和３年以降２年連続で持ち直しており、今後も就職件数が増加していくも

のと推測される。
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身体障害者の部位別職業紹介状況

（単位：人）

平成30年度 670 1,095 2,666 1,469

令和4年度 469 834 2,050 1,370

▲ 201 ▲ 261 ▲ 616 ▲ 99

▲ 30.0% ▲ 23.8% ▲ 23.1% ▲ 6.7%

（単位：人）

平成30年度 197 390 834 407

令和4年度 137 280 587 368

▲ 60 ▲ 110 ▲ 247 ▲ 39

▲ 30.5% ▲ 28.2% ▲ 29.6% ▲ 9.6%

（単位：％）

平成30年度 29.4% 35.6% 31.3% 27.7%

令和4年度 29.2% 33.6% 28.6% 26.9%

平成30年度比 ▲ 0.2% ▲ 2.0% ▲ 2.6% ▲ 0.8%

※新規大卒等の障害者数は含まれていない。

（東京労働局）

平成30年度比

就職率 視覚障害
言語聴力

障害
肢体障害 内部障害

内部障害

就職件数 視覚障害
言語聴力

障害
肢体障害 内部障害

平成30年度比

新規求職者 視覚障害
言語聴力

障害
肢体障害
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発達障害者及び難病患者の職業紹介状況

（単位：人）

平成30年度 491 302

令和4年度 462 412

▲ 29 110

▲ 5.9% 36.4%

（単位：人）

平成30年度 100 81

令和4年度 162 78

62 ▲ 3

62.0% ▲ 3.7%

（単位：％）

平成30年度 20.4% 26.8%

令和4年度 35.1% 18.9%

平成30年度比 14.7% ▲ 7.9%

平成30年度比

就職率 発達障害 難病疾患

（東京労働局）

※障害者手帳所持者は、それぞれ身体・知的・精神障害者でカウントされている。

新規求職者 発達障害 難病疾患

平成30年度比

就職件数 発達障害 難病疾患
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都立特別支援学校高等部における進路状況等について

１　進路状況 (単位：人)

就業者 在家庭者 その他

1

1

2 3

3 6

10

7

7

7

5 6

5 10

678 45

787 51

1

1

703 55 0

809 69 0

２　職業別就業者数 (単位：人)

通信 技能工等
サービス

職業
その他

1 4

2 3

2

1

25 387

51 416 18

0 26 394 0

0 53 419 18

３　令和3年度　社会福祉施設利用者数 (単位：人)

生活介護
地域活動

支援センター
そ の 他

6

1

114 8

296 2 11

416 3 19

視覚障害

本科
令和3年度

令和2年度

令和2年度

令和2年度

令和2年度

区分

区      分

知的障害
令和3年度

合計
令和3年度

卒業者 進学者
専修学校等

入学者
社会福祉施設
入所、通所者

視覚障害

本科
令和3年度 21 10 10

17 6 1 9

専攻科
令和3年度 9 2 2

令和2年度 10 1

聴覚障害

本科
令和3年度 55 37 3 5

令和2年度 50 38 2 3

専攻科
令和3年度 9 2

令和2年度 7

肢体不自由
令和3年度 153 4 2 136

201 2 2 182

1,451 2 6 720

1,594 2 11 743

病弱
令和3年度 1 0

4 0 3

令和2年度

1,699 57 11 873

1,883 48 16 941

あんま・はり師
等

事務 販売 農林・漁業

1

専攻科
令和3年度 2

3令和2年度

令和2年度

聴覚障害

本科
令和3年度 5

専攻科
令和3年度 4

令和2年度

令和2年度 2

1

6 1

肢体不自由
令和3年度 4

令和2年度 5

知的障害
令和3年度 187 94 10

令和2年度 224 71 7

病弱
令和3年度

令和2年度

合計
令和3年度 2 201 95 10

令和2年度 3 237 72 7

区　　　　　　　分 合計
就労移行
支      援

就労継続
支 援 Ａ

就労継続
支 援 Ｂ

自立訓練

視覚障害 12 4 1 1

聴覚障害 5 1 1 2

肢体不自由 136 3 1 9 1

知的障害 767 84 18 309 47

病弱 0

合計 920 92 19 320 51
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４　企業就労状況の推移 (単位：人)

※（　）内は就業率%

５　知的障害特別支援学校(高等部)の企業就業率の推移 (単位：％)

東京都

全国

６　大学・短期大学進学者の推移 (単位：人)

大学 短大 大学 短大 大学 短大 大学 短大 大学 短大

本科 5 3 1 4 3 3 1

専攻科

本科 26 24 2 14 2 21 1 21 1

専攻科 2

4 1 1 1 1 1 1 2 2

1 1 1 1 1

1

35 1 28 4 20 4 26 3 29 4

７　専修学校等進学者の推移 (単位：人)

本科

専攻科

本科

専攻科

区分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

視覚障害 9 (22.5) 8 (30.8) 6(18.8) 2(8.3) 3(10.0)

聴覚障害 26 (33.3) 29 (37.7) 24(36.4) 14(24.6) 16(27.1)

肢体不自由 8 (4.2) 5 (2.7) 7(3.9) 4(2.0) 5(3.2)

知的障害 774 (49.9) 811 (49.6) 801(49.8) 797(49.6) 675(46.4)

区分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

病弱

合計 817 (43.8) 854 (44.3) 838(44.3) 682(40.2) 699(41.1)

令和元年度 令和2年度 令和3年度

49.8 49.6 46.4
就業率

49.9 49.6

34.9 31.7 23.4 21

視覚障害

聴覚障害

肢体不自由

区      分
平成29年度 平成30年度

34

知的障害

病弱

合計

区分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

視覚障害
2 1 3 3 7

1

聴覚障害
2 12 16 17

肢体不自由 5 3

知的障害 5 5 1

病弱 1

合計 13 11 15 19 26

15

20

25

30

35

40

45

50

55

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

東京都

全国

就業率（％）就業率（％）


